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2020年９月 30日 

各  位 

会 社 名 ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長 川瀬 太志 

 (コード番号：6192 東証第一部) 

問 合 せ 

責 任 者 
執行役員 経営企画室室長 西田 祐 

 (TEL.03-5747-9800) 

 

代表取締役の異動及び新経営体制に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり代表取締役の異動及び新たな経営体制

について決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．代表取締役の異動 

（１）異動理由 

   当社は、2020年９月28日付「第三者委員会の調査報告書（中間）受領及び公表に関する

お知らせ」にてお知らせしましたとおり、過去の不適切な会計処理の事実関係について、

第三者委員会より調査報告書（中間）を受領いたしました。再発防止策についての提言を

含む第三者委員会からの最終的な報告書は、2020年10月末（予定）に提出されることを見

込んでおりますが、当社代表取締役濵村聖一より、第三者委員会の調査報告書（中間）を

踏まえて、自身の経営責任を明確化するために代表取締役を辞任したい旨の申し出があり

ました。当社は、経営体制の刷新を行い、一日も早い信頼回復に向けて取り組むため、代

表取締役の異動について決議いたしました。 

 

（２）異動の内容 

氏名 新役職名 旧役職名 所有株式数 

濵村 聖一 本日付で取締役を辞任 代表取締役社長 2,197,200株 

川瀬 太志 代表取締役社長 取締役常務執行役員 1,224,000株 

 

（３）就任予定日 

  2020年９月30日 
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（４）新たに代表取締役となる者の氏名及び略歴 

  氏  名  川瀬 太志（かわせ ふとし） 

  生年月日  1967年８月10日生 

  略  歴  1990年４月 株式会社大和銀行（現 株式会社りそな銀行）入行 

        2000年５月 株式会社日本エル・シー・エー入社 

        2003年11月 株式会社ルネス・インターナショナル取締役就任 

        2004年４月 株式会社エル・シー・エー・リコンストラクション取締役就任 

        2005年３月 当社設立 取締役就任 

        2012年12月 当社取締役常務執行役員事業開発本部長就任（現任） 

        2013年１月 株式会社ａｎｓ代表取締役就任（現任） 

        2018年３月 ハイアス・プロパティマネジメント株式会社代表取締役就任

（現任） 

        2018年５月 ハイアス・キャピタルマネジメント株式会社代表取締役就任

（現任） 

        2019年11月 株式会社Ｋ－コンサルティング取締役就任（現任） 

        2020年９月 当社代表取締役社長（現任） 

 

２．会社の新体制について（2020年９月30日付） 

役員体制 

役職 氏名   備考 

代表取締役 川瀬 太志   取締役常務執行役員から代表取締役に就任 

取締役 中山 史章   取締役執行役員から取締役として留任 

取締役 福島 宏人   取締役執行役員から取締役として留任 

社外取締役 赤井 厚雄 独立役員 留任 

社外取締役 森田 正康 独立役員 留任 

常勤監査役 大津 和行   留任 

社外監査役 山本 泰功  独立役員 留任 

社外監査役 坂田 真吾 独立役員 留任 
 

執行役員体制 

役職 氏名 部門 担当 備考 

執行役員 塩崎 健太 事業開発本部 （株）ans  

代表取締役社長 

留任 

執行役員 鵜飼 達郎 事業開発本部 事業開発 取締役を辞任 

執行役員 加藤 尊彦 経営支援本部 加盟開発 留任 

執行役員 塩味 隆行 経営支援本部 住宅系支援 留任 

執行役員 矢部 智仁 経営支援本部 マーケティング 留任 

執行役員 谷原 弘堂 経営支援本部 不動産系支援 留任 

執行役員 北島 英雅 経営支援本部 建築系支援 留任 

執行役員 高地 可奈子 事業開発本部 設計・品質管理 留任 
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執行役員 粟津 索 事業開発本部 商品開発 新任 

執行役員 二神 淳 経営管理本部 人事総務 新任 

執行役員 西田 祐 経営管理本部 財務経理・経営企画 新任 

 

これまでは10名の取締役の内、７名が執行役員を兼務していました。今後は監督とガバ

ナンスを重視する観点から、監督機能を担う取締役と、業務執行を担う執行役員を分離

し、ガバナンス機能を抜本的に強化します。また、新体制では取締役の数を減らし、コー

ポレートガバナンスコードの原則に則り、独立社外取締役の比率を３分の１以上とするこ

とで牽制機能を強化します。 

更に、各執行役員の業務責任領域を明確にし、その透明性を確保することで業務執行力

を強化します。 

なお、取締役の柿内和徳、西野敦雄は、第三者委員会の調査報告書（中間）を踏まえて

自身の経営責任を重く受け止め、辞任の申し出があり、受理いたしました。 

また、社外取締役の荻原俊彦は、今般本人より辞任の申し出がありましたので受理いた

しました。 

 

３．今後の予定 

当社は、新しい経営体制の下で、10月末受領予定の第三者委員会の最終的な報告書を踏ま

えて、再発防止に全力で取り組む所存です。すでに９月11日に当社の役職員を委員とする自

主再生委員会を立ち上げ、再発防止策の検討を進めております。 

以上 


